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医療・介護経営セミナー「非営利ホールディングカン
パニーと医療・介護を取り巻く経営の動き」（主催：株式
会社日本医療企画、特別協賛：社会・特定医療法人協議
会、株式会社日医リース、協賛：損保ジャパン日本興亜
ひまわり生命保険株式会社、北野建設株式会社）が２月
８日、東京都内で開かれた。

長英一郎・東日本税理士法人副所長が「非営利ホール
ディングカンパニーなど 最近の医療・介護トピック」と
題し講演を行った。

長副所長はまず、「地域医療構想の策定をはじめ、新
たな公立病院改革プランやヘルスケアリート、地域医療
連携推進法人（仮称）など、経営母体の見直しを含めた
さまざまな改革が進められている。これらに共通する
キーワードは、病院の集約化である。国はより効率性の
高い医療提供体制を構築するため、医療法人同士はもち
ろん、医療法人と公立病院の統合、社会福祉法人の参画
による医療と介護の集約化も視野に入れている。今後こ

うした改革が進められるだろう」と訴えた。
続いて、15年度介護報酬のマイナス改定のポイント

として、中重度者への重点化を挙げ、この流れは次期診
療報酬改定でも踏襲されると予想。「なかでも厳しいの
が７対１入院基本料を算定する病床。昨年の改定で▽自
宅等退院患者割合、▽平均在院日数、▽重症度、医療・
看護必要度──についての要件が設けられたが、次期改
定ではさらにハードルが上げられるのは確実。病床機能
の転換も含めて、このことを視野に入れた病院経営を行
う必要がある」と説明した。

さらに自院の機能を最大限に発揮できる患者を獲得し
ていくための方法として、介護事業者との連携強化を挙
げた。もっとも医療・介護連携は地域包括ケアシステム
の構築に向けた課題に挙げられるなど、それほど上手く
進んでいないのが現状。これについて長氏は「①レスポ
ンスを早くすること、②患者さんの受け入れを断らない
こと、③介護事業者と顔の見える関係性を構築すること。
この３つを推進することが信頼関係につながる」と投げ
かけた。
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医療計画の見直しに向けた
最新の医療・介護トピックを解説

聖光会グループ（医療法人聖仁会／医療法人光仁会）に
よる第12回聖光会学会が２月12日、開催された。

同学会はグループ内の病院、クリニックの職員が参加、
日頃からの取り組みの成果について演題発表を行ってい
る。毎年開催しており、今回は「『輪』〜つながろう聖光
会　広げよう地域の輪〜」をテーマに掲げた。

34の演題発表があり、「ヒューマンエラーを減らすた
めの与薬システムの改善」「在宅に向けての家族への退院
指導」などといった取り組み事例について報告があった。

特別講演では、「防災を自分ごとにする〜大災害後の
生活再建・復興の基礎知識」と題し、岡本正総合法律事
務所の岡本正弁護士・医療経営士が登壇。東日本大震災
の被災者の相談内容や支援策について説明した。

岡本弁護士は「救われた命を支え続けることは医療、
福祉の専門職に課せられた使命。最初の一歩をどう踏み
出すかを考えてほしい」と話し、弁護士が被災者から受
けた年間４万件の相談の詳細を紹介。起きやすい法律上

の問題として、①不動産賃貸借、②工作物責任、③住宅
ローン、④行政や給付に関する相談、⑤相続──を挙げ
た。さらに、被災者が実際に必要としている情報として、
生活の見通しを立てるための支援制度を紹介した。「病
院は支援に回る側で、地域コミュニティをつくる核とな
る」と指摘し、被災者の支援策を知識として持っておく
ことの重要性を訴えた。

レポート 第12回聖光会学会

日頃の取り組み成果を発表
災害時の被災者支援の講演も

グループ職員が一堂に集い、特別講演に耳を傾けた
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